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（総　　　　則）

第１条　令和６年度高根沢町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業 務 の 予 定 量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）　 戸

（２） ㎥

（３） ㎥

（４）

①　汚水管渠整備事業 千円

②　処理場施設改良事業 千円７４，４３６

令 和 ６ 年 度   高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

水 洗 化 戸 数 ７，７９０

年 間 処 理 水 量 １，７６８，４６６

一 日 平 均 処 理 水 量 ４，８４５

主要な建設改良事業

２３４，０６０
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（ ）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円予 備 費 ２，０００

収 益 的 収 入 及 び 支 出

下 水 道 事 業 収 益 ７５１，３３３

営 業 収 益 ３０４，５５０

営 業 外 収 益 ４４６，７８１

特 別 利 益 ２

下 水 道 事 業 費 用 ７３０，３５８

営 業 費 用 ６７６，６３０

営 業 外 費 用 ５１，７２７

特 別 損 失 １
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（ ）

第４条

収　　　　　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

支　　　　　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３９，２５４千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，０５０千円、過年度分損益勘定留保資金１１２，４２１千円、当年度

分損益勘定留保資金６２，３１６千円、減債積立金４７，４６７千円で補てんするものとする。）

建 設 改 良 費 ３０８，４９６

企 業 債 償 還 金 ３５３，０３２

固 定 資 産 売 却 代 金 １

固 定 資 産 購 入 費 ７３９

資 本 的 支 出 ６６２，２６７

国 庫 補 助 金 ９５，０００

負 担 金 等 ２６，６８７

資 本 的 収 入 ４２３，０１３

企 業 債 １４７，０００

出 資 金 １５４，３２５
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（ ）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（ ）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（ ）

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（ 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

債務負担行為

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額

水洗便所改造資金融資あっせんに係る
利 子 補 給

令和７年度から令和10年度まで

企 業 債

起債の目的 限度額

一 時 借 入 金

起債の方法 利率 償還の方法

２０１千円

公共下水道事業 １４７，０００千円
普通貸借又は

証券発行

5.0％以内
（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利
率）

借入れの日から４０年以内とし、その他につ
いては借入先の融資条件による。ただし、町
財政の都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、若しくは繰上償還または低利に借換え
することができる。
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（ ）

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額をこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に

流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 千円

（ ）

第10条 下水道事業経営安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２９，００１千円である。

令和６年２月２９日提出

高根沢町長　　加　藤　公　博

２０，８３９

他会計からの補助金

議会の議決を経なければ流用することのできない経費

職 員 給 与 費
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１ １０

２ １３

３ １４

４ ２０

５ ２１

６ ２２

７ ２４

８ ２９

９ ３４

令 和 ５ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ６ 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

注 記

令和６年度高根沢町下水道事業会計予算に関する説明書

予 算 実 施 計 画

予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

給 与 費 明 細 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ５ 年 度 予 定 損 益 計 算 書

継 続 費 に 関 す る 調 書
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収　　入

1

1

1  下水道使用料及び農業集落排水処理施設使用料

2  雨水排水に要する経費に対する一般会計負担金

3

4  排水設備計画確認検査手数料等

2

1  預金利息

2  一般会計補助金

3  分流式下水道等に要する経費に対する一般会計負担金

4  社会資本整備総合交付金

5  長期前受金収益化額

6  消費税及び地方消費税還付金

7  宝積寺アクアセンター敷地補償費等

3

1

2

下 水 道 事 業 収 益 751,333

営 業 収 益 304,550

下 水 道 使 用 料 277,792

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 予 定 額 備 考

（単位：千円）

営 業 外 収 益 446,781

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1

他 会 計 補 助 金 29,001

雨 水 処 理 負 担 金 26,369

受 託 工 事 収 益 1

そ の 他 営 業 収 益 388

他 会 計 負 担 金 212,015

長 期 前 受 金 戻 入 191,938

国 庫 補 助 金 13,400

特 別 利 益 2

固 定 資 産 売 却 益 1

消費税及び地方消費税還付金 1

雑 収 益 425

過 年 度 損 益 修 正 益 1
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支　　出

1

1

1  管渠の維持管理に要する経費

2  処理場施設の維持管理に要する経費

3

4  事業活動の全般に関する経費

5  固定資産の減価償却費

6  固定資産の除却費

2

1  企業債償還利息

2

3  その他雑支出

3

1

4

1

予 備 費 2,000

予 備 費 2,000

過 年 度 損 益 修 正 損 1

特 別 損 失 1

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1

雑 支 出 258

営 業 外 費 用 51,727

支 払 利 息 及 び 51,468

企 業 債 取 扱 諸 費

減 価 償 却 費 371,508

資 産 減 耗 費 7,124

処 理 場 費 224,650

受 託 工 事 費 2

総 係 費 57,509

下 水 道 事 業 費 用 730,358

営 業 費 用 676,630

管 渠 費 15,837

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考
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収　　入

1

1

1  公共下水道事業債

2

1  一般会計出資金　

3

1  社会資本整備総合交付金

4

1  公共下水道事業受益者負担金

2  農業集落排水事業受益者分担金

5

1

支　　出

1

1

1  管渠建設等に要する経費

2  処理場機械設備更新等に要する経費

2

1  企業債償還元金

3

1  有形固定資産の購入費

建 設 企 業 債 元 金 償 還 金 353,032

739

739

処 理 場 建 設 改 良 費 74,436

企 業 債 償 還 金 353,032

資 本 的 支 出 662,267

建 設 改 良 費 308,496

管 路 建 設 改 良 費 234,060

款 項 目 予 定 額

固 定 資 産 売 却 代 金 1

（単位：千円）

固定資産売却代金 1

負 担 金 等 26,687

受 益 者 負 担 金 26,686

受 益 者 分 担 金 1

国 庫 補 助 金 95,000

国 庫 補 助 金 95,000

備 考

資 本 的 収 入 423,013

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

企 業 債 147,000

建 設 改 良 債 147,000

固 定 資 産 購 入 費

有 形 固 定 資 産 購 入 費

款 項 目 予 定 額

出 資 金 154,325

出 資 金 154,325
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(1)　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　原材料の購入、商品又はサービスの購入による支出 千円

　　　人件費支出 千円

　　　その他の事業支出 千円

　　　営業収入 千円

　　　負担金、補助金等収入 千円

　　　小計 千円

　　　利息の支払額 千円

　　　利息の受取額 千円

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

(2)　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 千円

　　　国庫補助金等による収入 千円

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 千円

(3)　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 千円

　　　企業債の償還による支出 千円

　　　出資金による収入 千円

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 千円

資金増加額（又は減少額） 千円

資金期首残高 千円

資金期末残高 千円

△５１，７０７

△４，６７５

１２７，１７１

１２２，４９６

△３０９，２３５

１２１，６８７

△１８７，５４８

１４７，０００

△３５３，０３２

１５４，３２５

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

△２６５，５３５

△２０，８３９

△７，３９３

２７８，６０９

３０１，２０５

２８６，０４７

△５１，４６８

１

２３４，５８０
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 １  総    括

職 員 数

（ 人 ） 報 酬 給 料 手 当 計

損益勘定支弁職員
( )
3

10,696 6,785 17,481 3,358 20,839

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

10,696 6,785 17,481 3,358 20,839

損益勘定支弁職員
( )
3

9,829 7,283 17,112 3,188 20,300

資本勘定支弁職員

合 計
( )
3

9,829 7,283 17,112 3,188 20,300

損益勘定支弁職員
( )

867 △ 498 369 170 539

資本勘定支弁職員

合 計
( )

867 △ 498 369 170 539

( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

児童手当は予算上の性質が人件費と異なるため、給与費明細書に記載していません。

本年度

前年度

比 較

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区 分

給 与 費

法 定 福 利 費 合 計 備 考
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（単位：千円）

区 分

本 年 度 258 144 477 2,073 1,687 860

前 年 度 258 240 477 2,099 1,707 860

比 較 △ 96 △ 26 △ 20

区 分

本 年 度 30 1,256

前 年 度 30 1,612

比 較 △ 356

 ２  給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区 分

給 料 94

162

611

手 当 84

△ 582そ の 他 の 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 加 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

△ 498 制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 期末勤勉手当の増

増 減 額 増  減  事  由  別  内  訳  説       明 備   考

867 給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

時 間 外 勤 務 手 当

管理職員特別勤務手当 住 居 手 当 退 職 手 当

勤 勉 手 当

手 当 の 内 訳

扶 養 手 当 通 勤 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当
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 ３  給 料 及 び 手 当 の 状 況

   ア  職員1人当たりの給与

　　イ　初　任　給

区　分 一　般　行　政　職

高校卒 166,600円 高校卒 166,600円 技能職 164,000円

短大卒 179,100円 短大卒 179,100円

大学卒 196,200円 大学卒 196,200円

技能職 164,000円

平 均 年 齢 34歳6月

区　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 271,233円

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 303,025円

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 321,033円

平 均 年 齢 47歳0月

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 296,633円
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( )内は、再任用短時間勤務職員の人数で外数です。

課 長 参 事

技 能 労 務 職 労 務 主 事 技 能 主 事 技 能 主 事

5 級 6 級 7 級

企 業 職 主 事 主 任 主 事 主 査 係 長 課 長 補 佐

　（級別の基準となる職務内容）

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

計
（ ） （ ）

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級

7　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

3　級
（ ） （ ）

計
（ ） （ ）

3 100.0

6　級
（ ） （ ）

1 33.4

4　級
（ ） （ ）

3　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

1 33.3

計
（ ） （ ）

計
（ ）

（ ） （ ）
1 33.3

（ ）
3 100.0

（ ） （ ）
1　級

7　級
（ ） （ ）

6　級
（ ） （ ）

5　級
（ ） （ ）

1 33.4

3　級
（ ） （ ）

1 33.3

4　級
（ ） （ ）

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在

1　級
（ ） （ ）

1　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

2　級
（ ） （ ）

1 33.3

3　級
（ ） （ ）

   ウ  級別職員数　　　

区 分
企　　　　　　　業　　　　　　　職 技　　　　能　　　　労　　　　務　　　　職

級 職 員 数 (人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）
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（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 1 1

（人）

（人）

（人）

（人） 1 1

（人）

（人）

比 率 （％） 33.3 33.3

（Ａ） （人） 3 3

（Ｂ） （人） 3 3

（人）

（人）

（人）

（人） 3 3

（人）

（人）

比 率 （％） 100.0 100.0（Ｂ）/（Ａ）

前  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

2 号 級

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級

   エ  昇 給 

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　計 企　　業　　職

2 号 級

技 能 労 務 職

本  年  度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

1 号 級

号 級 数 別 内 訳

（Ｂ）/（Ａ）

3 号 級

4 号 級

6 号 級

8 号 級
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   オ  期末手当・勤勉手当

職制上の段階、職務の

級 等 に よ る 加 算 措 置

(2.35)

4.5

(2.3)

4.4

(2.35)

4.5

   カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

(月分） (月分） (月分） 加 算 措 置 等

（ 支 給 率 等 ）

   キ  その他の手当

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　じ

 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

区　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一般会計の制度

24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分
25年勤続の者

備　　　考
(月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
 定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

 栃木県市町村総合事務組合加入

一般会計の制度
(1.175) (1.175)

有
2.25 2.25

前 年 度
(1.15) (1.15)

有
2.2 2.2

本 年 度
(1.175) (1.175)

有
2.25 2.25

区 分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 備 考
6月（月分） 12月(月分）
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（単位：千円）

令和５年度 73,480 35,000 38,000 480 73,480 73,480 56.6

令和６年度 56,320 27,500 28,000 820 56,320 56,320 43.4

計 129,800 62,500 66,000 1,300 129,800 129,800 100.0

　

継 続 費 に 関 す る 調 書

款 項 事業名

全　　体　　計　　画
 前々年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)
額

 当該年
 度支払
 義務発
 生予定
 額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

 翌年度
 以降の
 支払義
 務発生
 予定額

1 資本的
　支出

1 建設改
　良費

仁井田水
処理セン
ターシー
ケンサ更
新工事

 継続費
 の総額
 に対す
 る進捗
 率

年 度 年割額

左 の 財 源 内 訳 

国　県
支出金

地方債
過年度分
損益勘定
留保資金
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（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 営業収益

令和４年度から 令和６年度から (1)

令和５年度まで 令和７年度まで 137 

令和６年度から (2)

令和８年度まで 147 

令和６年度から (97,918)

令和９年度まで 417,327 

令和６年度から (22)

令和９年度まで 177 

（　　）書きは当該年度における支出予定額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

137 

令和４年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

151 4 147 令和５年度

令和３年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

150 13 

令和４年度包括的民間委託 515,245 97,918 417,327 

令和５年度水洗便所改造資金融資
あっせんに係る利子補給

177 177 

令和５年度
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1 円 円 円

（１）  下水道使用料

（２）  雨水処理負担金

（３）  受託工事収益

（４）  その他営業収益

2

（１）  管渠費

（２）  処理場費

（３）  受託工事費

（４）  総係費

（５）  減価償却費

（６）  資産減耗費

3

（１）  受取利息及び配当金

（２）  他会計補助金

２４１，９１８，２６５

令和５年度高根沢町下水道事業予定損益計算書

( 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　営　 業 　収　 益

３７４，１７９，２８４

２６，８０１，３２０

０

３８７，９０１ ２６９，１０７，４８６

　営　 業　 費 　用

７，９７３，２４４

１７６，０７９，２６９

0

４５，２０６，８７１

２５７，８６５ ６０３，６９６，５３３

　営　 業　 利　 益 △３３４，５８９，０４７

　営　 業 　外　 収　 益

１，６４７

３０，５００，０００
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（３）  他会計負担金

（４）  国庫補助金

（５）  長期前受金戻入

（６）  雑収益

4

（１）  支 払 利 息 及 び

 企 業 債 取 扱 諸 費

（２）  雑 支 出

5

（１）  固 定 資 産 売 却 益

（２）  過 年 度 損 益 修 正 益

6

（１）  過年度損益修正損

２１３，１３０，３３０

５，３０８，０００

１９２，２６６，８９５

１，５９２，９８９ ４４２，７９９，８６１

　営　 業　 外 　費　 用

５７，３１５，２３３

３８２，０５５，９０２

    経 　常　 利 　益 ４７，４６６，８５５

３，４２８，７２６ ６０，７４３，９５９

０

　特　 別 　利 　益

０

０ ０

　特　 別 　損　 失

０ ０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ７６，０２８，０９０

当 年 度 純 利 益 ４７，４６６，８５５

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 ０

そ の他未処分利益剰余金変動額 ２８，５６１，２３５
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

令 和 ５ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

１１，３４３，０３４，８００

△１，５６６，５６８，８５９ ９，７７６，４６５，９４１

１，３１２，２１９，３１８

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１５３，５５７，７３２ ６８９，０４５，５５４

２，２９６，５１３

△８３８，７５２ １，４５７，７６１

△４３７，９６５，４８５ ８７４，２５３，８３３

５１，５００

１２，４７４，７４５，２４１有 形 固 定 資 産 合 計
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産 合 計 ７２，４８９，５８１

７２，４８９，５８１

　流 　動 　資 　産

１２７，１７０，５２６

６３，７９９，４６４

固 定 資 産 合 計

△７０５，２６９ ６３，０９４，１９５

１２，５４７，２３４，８２２

１９０，２６４，７２１

資 産 合 計 １２，７３７，４９９，５４３

流 動 資 産 合 計
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

３，７３０，６８６，７０８

３，７３０，６８６，７０８

１４，２９０，０３０

固 定 負 債 合 計

３５３，０２９，２９４

１，５０８，０００

流 動 負 債 合 計 ３６８，８２７，３２４

７，０８６，３１８，５８６

５，９５２，７７０，５４０

負 債 合 計 １０，０５２，２８４，５７２

△１，１３３，５４８，０４６

繰 延 収 益 合 計
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

８３３，５４３，９２６

１，０２２，１８６，４６５

資 本 金 合 計

１２９，１６４，１６２

自 己 資 本 金 合 計 １，９８４，８９４，５５３

１，９８４，８９４，５５３

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計 ７６，０２８，０９０

０

７６，０２８，０９０

剰 余 金 合 計 ７００，３２０，４１８

資 本 合 計 ２，６８５，２１４，９７１

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，７３７，４９９，５４３
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資 産 の 部

1 円 円 円 円

（１）  有 形 固 定 資 産

イ 土　 地

ロ 建　 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 　築　 物

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

ホ 車 両 運 搬 具

ヘ 工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

１，１３３，４７０，６５２

８４２，６０３，２８６

△１７８，５９７，２２８ ６６４，００６，０５８

１１，５５３，２７１，１６２

令 和 ６ 年 度 高 根 沢 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

( 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

　固 　定 　資 　産

２，９６７，９１３

△９２１，１０４ ２，０４６，８０９

△１，８１８，７９１，６５４ ９，７３４，４７９，５０８

１，２７６，０２８，４０８

△４３０，８１５，４５８ ８４５，２１２，９５０

５１，５００

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，３７９，２６７，４７７
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（２）  無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権

2

（１）  現 金 ・ 預 金

（２）  未 収 金

 貸 倒 引 当 金

１９１，５２３，１８４

資 産 合 計 １２，６４１，７５３，３９９

流 動 資 産 合 計

△８０５，２６９ ６９，０２６，７７６

１２，４５０，２３０，２１５

　流 　動 　資 　産

１２２，４９６，４０８

６９，８３２，０４５

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計 ７０，９６２，７３８

７０，９６２，７３８
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負 債 の 部

3 　固 　定 　負 　債

（１）  企 業 債

4 　流 　動 　負 　債

（１） 企 業 債

（２） 未 払 金

（３） 引 当 金

5 　繰 　延 　収 　益

（１）  長 期 前 受 金

（２）  長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額 △１，３２５，４８８，９１６

繰 延 収 益 合 計 ５，８６９，３５６，２１５

負 債 合 計 ９，７６２，８４０，９５３

流 動 負 債 合 計 ３７７，６７４，７９１

７，１９４，８４５，１３１

１，５０８，０００

固 定 負 債 合 計

３６１，８７６，７６１

３，５１５，８０９，９４７

３，５１５，８０９，９４７

１４，２９０，０３０
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資 本 の 部

6 　資　 本　 金

（１） 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金

ロ 繰 入 資 本 金

ハ 組 入 資 本 金

7 　剰　 余　 金

（１）  資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

ハ 他 会 計 補 助 金

ニ 受 益 者 負 担 金

資 本 剰 余 金 合 計 ６２４，２９２，３２８

５３４，４２９，８５７

１，７８４，５２９

５９，０７８，３９８

２８，９９９，５４４

資 本 金 合 計 ２，１８６，６８６，４０８

１７６，６３１，０１７

自 己 資 本 金 合 計 ２，１８６，６８６，４０８

９８７，８６８，９２６

１，０２２，１８６，４６５
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（２）  利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

６９２，２２６，０３８

資 本 合 計 ２，８７８，９１２，４４６

負 債 ・ 資 本 合 計 １２，６４１，７５３，３９９

利 益 剰 余 金 合 計 ６７，９３３，７１０

剰 余 金 合 計

６７，９３３，７１０

０
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注記

Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ２～３０年

車両運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ４～２０年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ５０年

２　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　　職員の退職手当に係る負担金は、「高根沢町企業職員（下水道事業）の退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、栃木県市町

　村総合事務組合への一般負担金のみを下水道事業が負担し、追加的な費用は全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金

  は計上していない。

（２）賞与引当金

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属す

　る額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。
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（３）法定福利費引当金

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支

　給見込額のうち当年度の負担に属する額（12月から翌年３月までの4か月分）を計上している。

（４）貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

１　引当金の取り崩し

（１）賞与引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）を支給するため、賞与引当金を取り崩す予定である。

（２）法定福利費引当金

　　　当年度において賞与（期末手当、勤勉手当）に係る法定福利費を支給するため、法定福利費引当金を取り崩す予定である。

（３）貸倒引当金

　　　当年度において下水道使用料等を不納欠損するため、貸倒引当金を取り崩す予定である。

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

１　報告セグメントの概要

　高根沢町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針を決定していることから、「公共下水

道事業」と「農業集落排水事業」の２つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公 共 下 水 道 事 業 　宝積寺処理区及び仁井田処理区に係る汚水処理、雨水処理

農 業 集 落 排 水 事 業 　東部処理区及び大用地処理区に係る汚水処理
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２　報告セグメントごとの営業収益等

　　令和６年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 253,899 25,398 279,297

営業費用 547,625 104,348 651,973

営業損益 △ 293,726 △ 78,950 △ 372,676

経常損益 18,205 2,262 20,467

セグメント資産 11,233,832 1,407,921 12,641,753

セグメント負債 8,905,308 857,533 9,762,841

その他の項目    

　雨水処理負担金 26,369  26,369

　他会計補助金 1 29,000 29,001

　他会計負担金 177,099 34,916 212,015

　出資金 101,625 52,700 154,325

　減価償却費 316,857 54,651 371,508

　特別利益 2  2

　特別損失 1  1

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増減額

△ 45,484 △ 51,521 △ 97,005
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 下水道事業 751,333 730,990 20,343

収益
1 営業収益 304,550 289,949 14,601

1 277,792 262,772 15,020 277,792 下水道使用料 249,950

農業集落排水処理施設使用料 27,842

2 26,369 26,801 △ 432 26,369 雨水処理に要する経費に対する一般会計負担
金 26,369

3 1 1 0 1 受託工事金 1

4 388 375 13 手数料 308 排水設備計画確認検査手数料等 308

80 堆肥販売金 80

2 営業外収益 446,781 441,039 5,742

1 1 1 0 預金利息 1 預金利息 1

2 29,001 30,500 △ 1,499 29,001 一般会計補助金 29,001

3 212,015 213,129 △ 1,114 212,015 一般会計負担金 212,015

4 国庫補助金 13,400 5,000 国庫補助金 13,400 社会資本整備総合交付金 13,400

令和６年度高根沢町下水道事業会計予算明細書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道使用
料

下水道使用
料

雨水処理負
担金

雨水処理負
担金

受託工事収
益

受託工事収
益

その他営業
収益

生産物売払
収入

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

他会計負担
金

他会計負担
金

8,400
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

5 191,938 192,264 △ 326 191,938 長期前受金収益化額 191,938

6 1 1 0 1 消費税及び地方消費税還付金 1

7 雑収益 425 144 281 425 宝積寺アクアセンター敷地補償費等 425

3 特別利益 2 2 0

1 1 1 0 1 固定資産売却益 1

2 1 1 0 1 過年度損益修正益 1

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

その他雑収
益

固定資産売
却益

固定資産売
却益

過年度損益
修正益

過年度損益
修正益

長期前受金
戻入

長期前受金
戻入
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 730,358 710,173 20,185

1 営業費用 676,630 647,150 29,480

1 管渠費 15,837 12,337 3,500 光熱水費 52 マンホールポンプ場電気料 52

動力費 5,004 マンホールポンプ場機械装置運転に係る電力料 5,004

修繕費 1,100 管渠内補修工事 1,100

委託料 7,544 下水道管路台帳作成業務等 7,544

賃借料 20 管渠埋設用地賃借料 20

路面復旧費 2,090 道路舗装復旧費用 2,090

保険料 27 全国自治協会施設損害保険 27

2 処理場費 224,650 206,685 17,965 備消品費 158 東部の恵肥料袋 158

光熱水費 37 処理場電気料 37

動力費 57,393 処理場機械装置運転に係る電力料 57,393

修繕費 7,500 処理場機械設備の修繕に係る費用 7,500

委託料 159,032 処理場の施設運転管理委託等 159,032

保険料 530 全国自治協会施設損害保険 530

3 受託工事費 2 2 0 材料費 1 材料費 1

修繕費 1 修繕費 1

4 総係費 57,509 52,813 4,696 給料 10,696 3名分 10,696

手当 5,531 扶養手当 258

通勤手当 144

比 較
節

説　　　　　　明
区 分 金 額

下水道事業
費用

款 項 目
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

時間外勤務手当 860

管理職手当 477

管理職特別勤務手当 30

期末手当 1,382

勤勉手当 1,124

退職手当負担金 1,256

1,254 期末・勤勉手当に備えるため、引当金に繰り入れ

る額 1,254

法定福利費 3,104 共済組合負担金 3,078

公務員災害補償基金負担金 26

254 法定福利費（賞与分）に備えるため、引当金に繰

り入れる額 254

旅費 48 研修等に係る交通運賃 48

備消品費 309 事務用の備消耗品費 309

燃料費 72 公用車燃料費 72

印刷製本費 312 郵送用封筒等 312

修繕費 100 公用車の定期点検整備費用 100

通信運搬費 441 受益者負担金納付書郵送料等 441

手数料 123 口座振替手数料等 123

委託料 27,453 下水道使用料徴収事務委託費等 27,453

使用料 1,573 事務機器使用料等 1,573

補給金 123 水洗便所改造資金融資斡旋利子補給金 123

説　　　　　　明
区 分 金 額

賞与引当金
繰入額

法定福利費
引当金繰入
額

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

会費負担金 116 日本下水道協会会費 81

栃木県下水道協会会費 10

全国町村下水道推進協議会栃木県支部会費 5

地域環境資源センター会費 20

保険料 55 公用車に係る保険料 55

研修費 757 研修受講料 757

報償費 5,049 受益者負担金等一括納付報奨金 5,049

110 下水道使用料の不納欠損に備えるため、引

当金に繰り入れる額 110

貸倒損失 1 下水道使用料の不納欠損に係る貸倒損失 1

公課費 28 公用車車検時自動車重量税 28

5 減価償却費 371,508 374,183 △ 2,675 368,965 有形固定資産に係る減価償却費 368,965

2,543 施設利用権に係る減価償却費 2,543

6 資産減耗費 7,124 1,130 5,994 7,124 機械設備更新等に伴う除却費 7,124

2 営業外費用 51,727 61,022 △ 9,295

1 51,468 57,764 △ 6,296 企業債利息 51,468 企業債の償還利息 51,468

2 1 3,000 △ 2,999 1 消費税及び地方消費税納付額 1消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税

説　　　　　　明
区 分 金 額

無形固定資
産減価償却
費

固定資産除
却費

貸倒引当金
繰入額

有形固定資
産減価償却
費

支払利息及
び企業債取
扱諸費

款 項 目 比 較
節
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

3 雑支出 258 258 0 58 受益者負担金の不納欠損に備えるため引当

金に繰り入れる額 58

200 その他雑支出 200

3 特別損失 1 1 0

1 1 1 0 貸倒損失 1 不納欠損金 1

4 予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0 予備費 2,000 予備費 2,000

説　　　　　　明
区 分 金 額

款 項 目 比 較
節

その他未収
金貸倒引当
金繰入額

その他雑支
出

過年度損益
修正損
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収　　　入 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的収入 423,013 432,529

1 企業債 147,000 108,000

1 建設改良債 147,000 108,000 建設改良債 147,000 公共下水道事業債 147,000

2 出資金 154,325 161,031 △ 6,706

1 出資金 154,325 161,031 △ 6,706 出資金 154,325 一般会計出資金 154,325

3 国庫補助金 95,000 115,000

1 国庫補助金 95,000 115,000 国庫補助金 95,000 社会資本整備総合交付金 95,000

4 負担金等 26,687 48,497 △ 21,810

1 26,686 48,496 △ 21,810 26,686 受益者負担金 26,686

2 1 1 0 1 受益者分担金 1

5 1 1 0

1 1 1 0 1 固定資産売却代金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 比 較
節

固定資産売
却代金

有形固定資
産売却代金

有形固定資
産売却代金

説　　　　　　明
区 分 金 額

受益者負担
金

受益者負担
金

受益者分担
金

受益者分担
金

△ 9,516

39,000

39,000

△ 20,000

△ 20,000
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支　　　出 （単位：千円）

本　年　度 前　年　度
予　定　額 予　定　額

1 資本的支出 662,267 639,353

1 建設改良費 308,496 295,193

1 234,060 213,366 委託料 23,000 管渠建設工事に係る監督業務等 23,000

工事請負費 211,060 汚水管渠建設工事等 211,060

2 74,436 81,827 委託料 1,116 資源化工場建設委託 1,116

工事請負費 73,320 仁井田水処理センターシーケンサ更新工事等 73,320

2 353,032 344,160 8,872

1 353,032 344,160 8,872 353,032 企業債の償還元金 353,032

３ 739 0 739

1
739 受益者負担金システムパソコン購入 739739 0 739

工具・器具・
備品購入費

△ 7,391

款 項 目

管路建設改
良費

処理場建設
改良費

22,914

13,303

20,694

説　　　　　　明
区 分 金 額

比 較
節

企業債償還
金

建設企業債
元金償還金

建設企業債
元金償還金

固定資産購
入費

有形固定資
産購入費
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１７，０５０ 千円

１１２，４２１ 千円

６２，３１６ 千円

４７，４６７ 千円

　　　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額　２３９，２５４千円は、次により補てんするものとする。

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

過年度分損益勘定留保資金

当年度分損益勘定留保資金

減債積立金
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